
船橋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認申請等に関する  

事務取扱要綱  
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第１章 総則  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号、以下、「法」

という。）、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号、以下、

「施行規則」という。）、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号、

以下、「府令」という。）及び船橋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例（令和５年船橋市条例第１１号、以下、「条例」

という。）の規定に基づく特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等

に関して、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱における用語の意義は、法、施行規則、府令及び条例の例による。  

第２章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者  

第１節 特定教育・保育施設  

 （幼稚園における事前相談）  

第３条 幼稚園の設置者は、法第３１条第１項の規定に基づく特定教育・保育施設

の確認を受ける前に、あらかじめ相当期間の余裕を持って、「施設型給付幼稚園へ

の移行に伴う事前相談書（第１号様式）」を市長に提出しなければならない。  

（特定教育・保育施設の確認の申請等）  

第４条 施行規則第２９条の規定に基づく申請書は、「船橋市特定教育・保育施設確



認申請書」（第２号様式）によるものとする。  

２ 市長は、法第３１条第１項の規定に基づき特定教育・保育施設の確認を行うと

きは、別表第１に掲げる要件（特定教育・保育施設の基準）を満たすことを審査

したうえで、申請を行った者に対し、「船橋市特定教育・保育施設確認通知書」（第

３号様式）により通知するものとする。  

（保育所における特定負担額の徴収）  

第５条 保育所の設置者は、条例第３条の規定によりその例によることとされる府

令第１３条第３項の規定に基づき、特定負担額の徴収を行う場合は、「特定負担額

の徴収（上乗せ徴収）に関する協議書（第４号様式）」により、市長と協議しなけ

ればならない。  

２ 市長は、前項の規定に基づき特定負担額の徴収の協議を行ったときは、申請を

行った者に対し、「特定負担額の徴収（上乗せ徴収）に関する同意書（第５号様式）」

により通知するものとする。  

３ 保育所の設置者は、前項の規定に基づき通知を受けた事項から変更が生じた場

合は、「特定負担額の徴収（上乗せ徴収）に関する協議書（第４号様式）」により、

再度市長と協議しなければならない。  

（特定教育・保育施設の確認の変更の申請等）  

第６条 施行規則第３１条の規定に基づく申請書は、「船橋市特定教育・保育施設確

認変更申請書」（第６号様式）によるものとする。  

２ 市長は、法第３２条第１項の規定に基づき特定教育・保育施設の確認の変更を

行ったときは、申請を行った者に対し、「船橋市特定教育・保育施設確認変更通知

書」（第７号様式）により通知するものとする。  

（特定教育・保育施設の利用定員内訳の変更の申請等）  

第７条 特定教育・保育施設の設置者は、法第３２条第１項の規定に基づき確認の

変更を受けようとするとき又は法第３５条第２項の規定に基づき利用定員の減

少を届け出るときを除き、法第２７条第１項の確認において定めた利用定員を変

更しようとするときは、「船橋市特定教育・保育施設利用定員変更申請書」（第８

号様式）を市長に提出しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定に基づき特定教育・保育施設の利用定員の変更を行ったと

きは、申請を行った者に対し、「船橋市特定教育・保育施設利用定員変更通知書」



（第９号様式）により通知するものとする。  

（特定教育・保育施設の設置者の住所等の変更の届出等）  

第８条 施行規則第３３条第１項の規定に基づく届け出は、「船橋市特定教育・保育

施設申請事項変更届」（第１０号様式）により、変更のあった日から１０日以内に

行うものとする。  

（特定教育・保育施設の利用定員の減少の届出）  

第９条 施行規則第３４条の規定に基づく届け出は、「船橋市特定教育・保育施設利

用定員減少届」（第１１号様式）により、あらかじめ市長に協議したうえで、利用

定員の減少の日の３ヶ月前までに行うものとする。  

２ 市長は、前項の規定による届け出があったときは、届出を行った者に対し、「船

橋市特定教育・保育施設利用定員減少届受理通知書」（第１２号様式）により通知

するものとする。  

（特定教育・保育施設の確認の辞退）  

第１０条 特定教育・保育施設の設置者は、法第３６条の規定に基づき当該特定教

育・保育施設の確認を辞退しようとするときは、「船橋市特定教育・保育施設確認

辞退届」（第１３号様式）により、確認を辞退する日の３ヶ月前までに、市長に届

け出るものとする。  

２ 市長は、前項の規定による届け出があったときは、届出を行った者に対し、「船

橋市特定教育・保育施設確認辞退届受理通知書」（第１４号様式）により通知する

ものとする。  

第２節 特定地域型保育事業者  

（特定地域型保育事業者の確認の申請等）  

第１１条 施行規則第３９条の規定に基づく申請書は、「船橋市特定地域型保育事

業者確認申請書」（第１５号様式）によるものとする。  

２ 市長は、法第４３条第１項の規定に基づき特定地域型保育事業者の確認を行う

ときは、別表第２に掲げる要件（特定地域型保育事業者の基準）を満たすことを

審査したうえで、申請を行った者に対し、「船橋市特定地域型保育事業者確認通知

書」（第１６号様式）により通知するものとする。  

（特定地域型保育事業者の確認の変更の申請等）  

第１２条 施行規則第４０条の規定に基づく申請書は、「船橋市特定地域型保育事



業者確認変更申請書」（第１７号様式）によるものとする。  

２ 市長は、法第４４条第１項の規定に基づき特定地域型保育事業者の確認の変更

を行ったときは、申請を行った者に対し、「船橋市特定地域型保育事業者確認変更

通知書」（第１８号様式）により通知するものとする。  

（特定地域型保育事業者の利用定員内訳の変更の申請等）  

第１３条 特定地域型保育事業者は、法第４４条第１項の規定に基づき確認の変更

を受けようとするとき又は法第４７条第２項の規定に基づき利用定員の減少を

届け出るときを除き、法第２９条第１項の確認において定めた利用定員を変更し

ようとするときは、「船橋市特定地域型保育事業者利用定員変更申請書」（第１９

号様式）を市長に提出しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定に基づき特定地域型保育事業者の利用定員の変更を行った

ときは、申請を行った者に対し、「船橋市特定地域型保育事業者利用定員変更通知

書」（第２０号様式）により通知するものとする。  

（特定地域型保育事業者の名称等の変更の届出等）  

第１４条 施行規則第４１条第１項の規定に基づく届け出は、「船橋市特定地域型

保育事業者申請事項変更届」（第２１号様式）により、変更のあった日から１０日

以内に行うものとする。  

（特定地域型保育事業者の利用定員の減少の届出）  

第１５条 施行規則第４１条第３項の規定に基づく届け出は、「船橋市特定地域型

保育事業者利用定員減少届」（第２２号様式）により、あらかじめ市長に協議した

うえで、利用定員の減少の日の３ヶ月前までに行うものとする。  

２ 市長は、前項の規定による届け出があったときは、届出を行った者に対し、「船

橋市特定地域型保育事業者利用定員減少届受理通知書」（第２３号様式）により通

知するものとする。  

（特定地域型保育事業者の確認の辞退）  

第１６条 特定地域型保育事業者は、法第４８条の規定に基づき当該特定地域型保

育事業者の確認を辞退しようとするときは、「船橋市特定地域型保育事業者確認

辞退届」（第２４号様式）により、確認を辞退する日の３ヶ月前までに、市長に届

け出るものとする。  

２ 市長は、前項の規定による届け出があったときは、届出を行った者に対し、「船



橋市特定地域型保育事業者確認辞退届受理通知書」（第２５号様式）により通知す

るものとする。  

第３章 業務管理体制の整備等  

 （業務管理体制の整備に関する事項の届出）  

第１７条 施行規則第４６条第１項及び第３項の規定に基づく届書は、「子ども・子

育て支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書」（第２６号様式）

によるものとする。  

２ 施行規則第４６条第２項の規定に基づく届け出は、「子ども・子育て支援法に基

づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書（届出事項の変更）」（第２７号様

式）により届け出るものとする。  

附 則  

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２７年８月１０日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２８年２月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして使

用することができる。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２９年２月１０日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして使

用することができる。  

附 則  

（施行期日）  



１ この要綱は、令和３年６月９日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして使

用することができる。  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和５年１１月１７日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして使

用することができる。  

 

別表第１（特定教育・保育施設の基準）  

１ 法第３４条に規定する特定教育・保育施設の基準を遵守すること。  

２ 法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないこ

と。  

３ 認定こども園及び保育所（以下「認定こども園等」という。）の設置者は、保

育認定子どもに対し、１日１１時間以上かつ週６日（月曜日から土曜日）以上

特定教育・保育を提供する体制を整備すること。なお、当該認定こども園等を

利用する教育・保育給付認定子どもについて、保育の利用希望がない場合に閉

所することは妨げない。  

４ 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育、特別利用保育、特別利用

教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保

育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成 27 年 3 月内閣府告示第 49 号）

において必要とされる要件を満たすこと。  

別表第２（特定地域型保育事業者の基準）  

１ 法第４６条に規定する特定地域型保育事業の基準を遵守すること。  

２ 法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないこ

と。  

３ 小規模保育事業及び事業所内保育事業（以下「小規模保育事業等」という。）

を行う者は、保育認定子どもに対し、１日１１時間以上かつ週６日（月曜日か



ら土曜日）以上特定地域型保育を提供する体制を整備すること。なお、当該小

規模保育事業等を利用する教育・保育給付認定子どもについて、保育の利用希

望がない場合に閉所することは妨げない。  

４ 家庭的保育事業を行う者は、保育認定子どもに対し、１日１１時間以上かつ

週６日（月曜日から土曜日）以上特定地域型保育を提供する体制を整備するよ

う努めること。なお、当該家庭的保育事業を利用する教育・保育給付認定子ど

もについて、保育の利用希望がない場合に閉所することは妨げない。  

５ 居宅訪問型保育事業を行う者は、保育認定子どもに対し、１日１１時間以上

かつ週６日（月曜日から土曜日）以上特定地域型保育を提供する体制を整備す

るよう努めること。なお、当該居宅訪問型保育事業を利用する教育・保育給付

認定子どもについて、保育の利用希望がない場合に特定地域型保育を提供しな

いことは妨げない。  

６ 特定地域型保育事業者は、特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、

特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要

する費用の額の算定に関する基準等（平成 27 年 3 月内閣府告示第 49 号）にお

いて必要とされる要件を満たすこと。  

 



第１号様式  

  年  月  日  

船 橋 市 長  あて  

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市施設型給付幼稚園への移行に伴う事前相談書  

 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けるため、船橋市特定教育・保

育施設及び特定地域型保育事業者の確認申請等に関する事務取扱要綱第３条の規

定に基づき、次のとおり事前相談します。  

記 

１．施設・事業所について（予定）  

移行予定年月日   

名称   

所在地   

連絡先（電話番号）   

管理者  

（園長等） 

ふりがな   

氏名   

兼務の有無  □ 有      □  無  

（有の場合） 施設・事業所の名称  就任年月日  

      年 月 日  

      年 月 日  

 

２．設置者・事業者について（予定）  

名称   

所在地   

連絡先（電話番号）   



代表者  ふりがな   

氏名   

職名   

 

３．施設・事業所の運営について  

①認可定員  

認可定員の数  
３歳  ４歳  ５歳  合計  

人  人  人  人  

 

②利用定員（予定）  

利用定員の数  
教育標準時間認定  

子ども（１号）  

３歳  ４歳  ５歳  合計  

人  人  人  人  

 

③教育・保育の提供時間（予定）  

開園時間      時    分    ～    時    分  

教育・保育時間      時    分    ～    時    分  

休園日   

 

④給食（予定）  

給食の実施  □ 有   □  無  

（有の場合）調理業務  □ 直営  □ 全部委託 □ 外部搬入  

（有の場合）給食費の額   

 

⑤教育・保育に係る費用（予定）  

特定負担額の徴収  

（上乗せ徴収）  

徴収予定  □ 有    □ 無  

（有の場合）  

費用の内容、金額  

 

実費徴収  
徴収予定  □ 有    □ 無  

（有の場合）   



費用の内容、金額  

 

⑥実施予定の事業・サービス等  

事業・サービス  

□ 預かり保育事業  

□ 外部監査（公認会計士又は監査法人による監査）  

□ 保護者その他の施設関係者による評価の実施  

□ 幼稚園本体における満３歳児の受け入れの有無  

 

⑦登降園に係る事項（予定）  

送迎時に使用できる駐車場の有無  □ 有     □ 無  

送迎バス  

運用の有無  □ 有     □ 無  

（有の場合）  

利用対象について  

□ 全児童対象  

□ 対象に制限有り（          ） 

 

４．職員配置について  

事業開始時点の職員配置予定数  

職種  
員数  

合計  うち、短時間勤務職員の数  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 人  人  

 



５．在籍児童について  

直近の在籍児童数  

※３歳児クラス(満３歳児)には、幼稚園本体における満３歳児の児童数をご記入ください。

「船橋市３歳未満児幼稚園定期預かり事業 (幼稚園型Ⅱ)」の児童数は含まれません。  

 

   年度  

 児童数（市外含む）  

３歳児クラス  
４歳児クラス  ５歳児クラス  合計  

合計  うち満３歳児  

４月  人  人  人  人  人  

５月  人  人  人  人  人  

６月  人  人  人  人  人  

７月  人  人  人  人  人  

８月  人  人  人  人  人  

９月  人  人  人  人  人  

１０月  人  人  人  人  人  

１１月  人  人  人  人  人  

１２月  人  人  人  人  人  

１月  人  人  人  人  人  

２月  人  人  人  人  人  

３月  人  人  人  人  人  

合計  人  人  人  人  人  

 

   年度  

 児童数（市外含む）  

３歳児クラス  
４歳児クラス  ５歳児クラス  合計  

合計  うち満３歳児  

４月  人  人  人  人  人  

５月  人  人  人  人  人  



６月  人  人  人  人  人  

７月  人  人  人  人  人  

８月  人  人  人  人  人  

９月  人  人  人  人  人  

１０月  人  人  人  人  人  

１１月  人  人  人  人  人  

１２月  人  人  人  人  人  

１月  人  人  人  人  人  

２月  人  人  人  人  人  

３月  人  人  人  人  人  

合計  人  人  人  人  人  

 

   年度  

 児童数（市外含む）  

３歳児クラス  
４歳児クラス  ５歳児クラス  合計  

合計  うち満３歳児  

４月  人  人  人  人  人  

５月  人  人  人  人  人  

６月  人  人  人  人  人  

７月  人  人  人  人  人  

８月  人  人  人  人  人  

９月  人  人  人  人  人  

１０月  人  人  人  人  人  

１１月  人  人  人  人  人  

１２月  人  人  人  人  人  

１月  人  人  人  人  人  

２月  人  人  人  人  人  

３月  人  人  人  人  人  

合計  人  人  人  人  人  



 

   年度  

 児童数（市外含む）  

３歳児クラス  
４歳児クラス  ５歳児クラス  合計  

合計  うち満３歳児  

４月  人  人  人  人  人  

５月  人  人  人  人  人  

６月  人  人  人  人  人  

７月  人  人  人  人  人  

８月  人  人  人  人  人  

９月  人  人  人  人  人  

１０月  人  人  人  人  人  

１１月  人  人  人  人  人  

１２月  人  人  人  人  人  

１月  人  人  人  人  人  

２月  人  人  人  人  人  

３月  人  人  人  人  人  

合計  人  人  人  人  人  

 

  



第２号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設確認申請書  

 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けるため、同法第３１条第１項

の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。  

記 

当該申請に係る事業の開始の予定年月日    年   月   日  

施
設 

施設の名称  

カナ   

漢字   

教育・保育施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



設
置
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

利
用
定
員 

教育標準時間認定

子どもの区分  

１号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの

区分  

２号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

３号  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

 

 



第３号様式  

船橋市保運指令第 号  

年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定教育・保育施設確認通知書  

 

子ども・子育て支援法第３１条第１項の規定に基づき、下記のとおり施設型給付

費の支給に係る施設として確認したので通知します。  

記 

施設の名称   

施設の種類   

施設の所在地   

確認年月日   

利用定員  

教育標準時間認定子

どもの区分（１号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（２号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

 

 



第４号様式  

年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定負担額の徴収（上乗せ徴収）に関する協議書  

 

船橋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例第３条の規定によりその例によることとされる特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第１３条第

３項の規定に基づき、特定負担の徴収（上乗せ徴収）をすることについて市の同意

を求めたく、下記のとおり協議いたします。  

記  

 

１．特定負担額を徴収する施設（特定保育所）の名称等  

 施設の名称  

 施設の所在地  

 

２．特定負担額として徴収する内容とその金額  

 ※必要に応じて徴収内容が分かるものを添付すること。  

 

３．特定負担額を徴収する理由  

 

４．特定負担額の徴収を開始する年月日  

 

５．その他  



第５号様式  

船橋市保運指令第 号  

年  月  日  

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定負担額の徴収（上乗せ徴収）に関する同意書  

 

年 月 日に協議のありました特定負担額の徴収（上乗せ徴収）について、下

記のとおり通知いたします。  

記  

 

１．以下の条件を付して同意する  

［条件］  

  「船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」及び「船

橋市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例」を遵守すること。  

  なお、内容に変更があった場合は改めて市と協議すること。  

 ［同意内容］  

  （１）施設の名称  

 

  （２）施設の所在地  

 

  （３）特定負担額として徴収する内容とその金額  

 

  （４）特定負担額の徴収開始年月日  

 

２．同意しない  

 理由  



第６号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設確認変更申請書  

 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認において定められた利用定員を増加

したいので、同法第３２条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

記 

利用定員を増加しようとする年月日    年   月   日  

施
設 

施設の名称  

カナ   

漢字   

教育・保育施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



設
置
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

増
加
後
の
利
用
定
員 

教育標準時間認定

子どもの区分  

１号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの

区分  

２号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

３号  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

利用定員を増加しようとする理由   

 



第７号様式  

  年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

 

船橋市特定教育・保育施設確認変更通知書  

 

子ども・子育て支援法第３２条第１項の規定に基づき、下記のとおり確認の変更

をしたので通知します。  

記 

施設の名称   

施設の種類   

施設の所在地   

確認変更年月日   

増加後の  

利用定員  

教育標準時間認定子

どもの区分（１号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（２号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

 

 



第８号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設利用定員変更申請書  

 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認において定められた利用定員を変更

したいので、関係書類を添えて申請します。  

記 

利用定員を変更しようとする年月日    年   月   日  

施
設 

施設の名称  

カナ   

漢字   

教育・保育施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



設
置
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

変
更
後
の
利
用
定
員 

教育標準時間認定

子どもの区分  

１号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの

区分  

２号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

３号  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

利用定員を変更しようとする理由   

 



第９号様式  

  年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定教育・保育施設利用定員変更通知書  

 

子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認において定められた利用定員を  

変更したので、下記のとおり通知します。  

記 

施設の名称   

施設の種類   

施設の所在地   

利用定員変更年月日  

変更後の  

利用定員  

教育標準時間認定子

どもの区分（１号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（２号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

 



第１０号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設申請事項変更届  

 

特定教育・保育施設の申請事項に変更が生じたので、子ども・子育て支援法第３

５条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

変更年月日    年   月   日  

施
設 

名称   

所在地   

連絡先   

変
更
事
項 

□ 施設の名称、所在地及び管理者に関する事項  

□ 設置者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者に関する事項  

□ 設置者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等に関する事項  

□ 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示）並びに設備の概要に関する事項  

□ 運営規程   

□ 給付費の支給口座情報に関する事項  

□ 役員の氏名、生年月日及び住所に関する事項  

□ その他（       ）  



変更内容   

 

 



第１１号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設利用定員減少届  

 

子ども・子育て支援法第３５条第２項の規定に基づき利用定員の減少をしたいの

で、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

利用定員を減少しようとする年月日    年   月   日  

施
設 

施設の名称  

カナ   

漢字   

教育・保育施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



設
置
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

減
少
後
の
利
用
定
員 

教育標準時間認定

子どもの区分  

１号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの

区分  

２号  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

３号  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

利用定員を減少する理由   

現に利用している小学校就学前子どもに対す

る措置  

 

 



第１２号様式  

  年  月  日  

 

       様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定教育・保育施設利用定員減少届受理通知書  

 

子ども・子育て支援法第３５条第２項の規定に基づき届出のありました利用定員

の減少については、下記のとおり受理したので通知します。  

記  

施設の名称   

施設の種類   

施設の所在地   

利用定員減少年月日  

減少後の  

利用定員  

教育標準時間認定子

どもの区分（１号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（２号）  

３ 歳  ４ 歳  ５ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

保育認定子どもの区

分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

 



第１３号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定教育・保育施設確認辞退届  

 

子ども・子育て支援法第３６条の規定に基づき特定教育・保育施設の確認を辞退

したいので、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

確認を辞退しようとする年月日    年   月   日  

施
設 

施設の名称  

カナ   

漢字   

教育・保育施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



設
置
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

確認を辞退する理由   

現に利用している小学校就学前子どもに対す

る措置  

 

 

 



第１４号様式  

船橋市保運指令第 号  

年  月  日  

 

       様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定教育・保育施設確認辞退届受理通知書  

 

子ども・子育て支援法第３６条の規定に基づき届出のありました確認の辞退につ

いては、下記のとおり受理したので通知します。  

記  

施設の名称   

施設の種類   

施設の所在地   

確認辞退年月日   

 

 



第１５号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者確認申請書  

 

子ども・子育て支援法第２９条第１項の確認を受けるため、同法第４３条第１項

の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。  

記 

当該申請に係る事業の開始の予定年月日    年   月   日  

事
業
所 

事業所の名称  

カナ   

漢字   

地域型保育事業の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



事
業
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

利
用
定
員 

保育認定子どもの区分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

※地域枠の人数（事業所内保育のみ）  人  

連
携
施
設 

施設の名称   

施設の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先   

 

 



第１６号様式  

船橋市保運指令第 号  

年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定地域型保育事業者確認通知書  

 

子ども・子育て支援法第４３条第１項の規定に基づき、下記のとおり地域型保育

給付費の支給に係る事業者として確認したので通知します。  

記 

事業所の名称   

事業の種類   

事業所の所在地   

確認年月日   

利用定員  

保育認定子どもの区分

（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

地域枠の人数  

（事業所内保育のみ）  
人  

 

 



第１７号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者確認変更申請書  

 

子ども・子育て支援法第２９条第１項の確認において定められた利用定員を増加

したいので、同法第４４条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

記 

利用定員を増加しようとする年月日    年   月   日  

事
業
所 

事業所の名称  

カナ   

漢字   

地域型保育事業の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



事
業
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

増
加
後
の
利
用
定
員 

保育認定子どもの区分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

※地域枠の人数（事業所内保育のみ）  人  

利用定員を増加しようとする理由   

 

 



第１８号様式  

  年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定地域型保育事業者確認変更通知書  

 

子ども・子育て支援法第４４条第１項の規定に基づき、下記のとおり確認の変更

をしたので通知します。  

記 

事業所の名称   

事業の種類   

事業所の所在地   

確認変更年月日   

増加後の  

利用定員  

保育認定子どもの区分

（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

地域枠の人数  

（事業所内保育のみ）  
人  

 

 



第１９号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者利用定員変更申請書  

 

子ども・子育て支援法２９条第１項の確認において定められた利用定員を変更

したいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

利用定員を変更しようとする年月日    年   月   日  

事
業
所 

事業所の名称  

カナ   

漢字   

地域型保育事業の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



事
業
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

変
更
後
の
利
用
定
員 

保育認定子どもの区分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

※地域枠の人数（事業所内保育のみ）  人  

利用定員を変更しようとする理由   

 

 



第２０号様式  

  年  月  日  

 

  様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定地域型保育事業者利用定員変更通知書  

 

子ども・子育て支援法第２９条第１項の確認において定められた利用定員を  

変更したので、下記のとおり通知します。  

記 

事業所の名称   

事業の種類   

事業所の所在地   

確認変更年月日   

変更後の  

利用定員  

保育認定子どもの区分

（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

地域枠の人数  

（事業所内保育のみ）  
人  

 

 



第２１号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者申請事項変更届  

 

特定地域型保育事業者の申請事項に変更が生じたので、子ども・子育て支援法第

４７条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

変更年月日    年   月   日  

事
業
所 

名称   

所在地   

連絡先   

変
更
事
項 

□ 事業所の名称、所在地及び管理者に関する事項  

□ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者に関する事項  

□ 事業者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等に関する事項  

□ 事業所の平面図（各室の用途を明示）及び設備の概要に関する事項  

□ 運営規程  

□ 給付費の支給口座情報に関する事項  

□ 役員の氏名、生年月日及び住所に関する事項  

□ 連携施設に関する事項  

□ その他（       ）  



変更内容   

 

 



第２２号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者利用定員減少届  

 

子ども・子育て支援法第４７条第２項の規定に基づき利用定員の減少をしたいの

で、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

利用定員を減少しようとする年月日    年   月   日  

事
業
所 

事業所の名称  

カナ   

漢字   

地域型保育事業の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



事
業
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

減
少
後
の
利
用
定
員 

保育認定子どもの区分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

※地域枠の人数（事業所内保育のみ）  人  

利用定員を減少する理由   

現に利用している小学校就学前子どもに対す

る措置  

 

 

 



第２３号様式  

  年  月  日  

 

       様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定地域型保育事業者利用定員減少届受理通知書  

 

子ども・子育て支援法第４７条第２項の規定に基づき届出のありました利用定員

の減少については、下記のとおり受理したので通知します。  

記  

事業所の名称   

事業の種類   

事業所の所在地   

利用定員減少年月日  

減少後の  

利用定員  

保育認定子どもの区

分（３号）  

０ 歳  １ 歳  ２ 歳  合 計  

人  人  人  人  
 

地域枠の人数  

（事業所内保育のみ） 
人  

 

 



第２４号様式  

  年  月  日  

 

船 橋 市 長  あて  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者氏名              

 

船橋市特定地域型保育事業者確認辞退届  

 

子ども・子育て支援法第４８条の規定に基づき特定地域型保育事業者の確認を辞

退したいので、関係書類を添えて届け出ます。  

記 

確認を辞退しようとする年月日    年   月   日  

事
業
所 

事業所の名称  

カナ   

漢字   

地域型保育事業の種類   

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

管理者（園長等）  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   



事
業
者 

法人等の名称  

カナ   

漢字   

法人等の種別   

主たる事務所の  

所在地  

郵便番号   

住所   

連絡先  

電話番号   

FAX 番号   

E-Mail アドレス   

代表者  

氏名（カナ）   

氏名（漢字）   

生年月日    年   月   日  

住所   

職名   

代表就任年月日    年   月   日  

確認を辞退する理由   

現に利用している小学校就学前子どもに対す

る措置  

 

 

 



第２５号様式  

船橋市保運指令第 号  

年  月  日  

 

       様  

 

船 橋 市 長          

 

船橋市特定地域型保育事業者確認辞退届受理通知書  

 

子ども・子育て支援法第４８条の規定に基づき届出のありました確認の辞退につ

いては、下記のとおり受理したので通知します。  

記  

事業所の名称   

事業の種類   

事業所の所在地   

確認辞退年月日   

 

 



第２６号様式  

  受付番号   

 

  年  月  日  

あて  

 

設置者・事業者 名 称              

代表者氏名              

 

子ども・子育て支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書  

 

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。  

記 

設置者・事業者番号   

届出の内容  

（１）子ども・子育て支援法第５５条第２項関係（  整備  ）  

（２）子ども・子育て支援法第５５条第４項関係（  区分の変更  ）  

設
置
者
・
事
業
者 

フリガナ   

名称又は氏名   

主たる事務所  

所在地  

（郵便番号    －     ）  

 

（ビルの名称等）  

電話番号   

ＦＡＸ番号   

法人等の種別   

代表者  

職名   

フリガナ   

氏名   

生年月日   

住所  

（郵便番号    －     ）  

 

（ビルの名称等）  



施設等の名称等及び

所在地  

施設等名称  確認年月日  施設等種別  所在地  

    

    

    

計  ヵ所  □ 施設等一覧の別添様式による添付あり  

第
２
号
関
係 

法令遵守責任

者  

フリガナ   

氏名   

生年月日   

第
３
号
関
係 

業務が法令に適合することを

確保するための規程の概要  

（確認を受けている施設又は事業

所の数が 20以上の事業者に限る。） 

 

第
４
号
関
係 

業務執行の状況の監査の方法

の概要  

（確認を受けている施設又は事業

所の数が 100 以上の事業者に限

る。）  

 

区
分
変
更 

区分変更前の  

行政機関名称、担当部（局）課  
 

設置者・事業者番号   

区分変更の理由   

区分変更後の  

行政機関名称、担当部（局）名  
 

区分変更日   年  月  日  

 



第２７号様式  

  受付番号   

 

  年  月  日  

あて  

 

設置者・事業者 名 称              

代表者氏名              

 

子ども・子育て支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書  

（届出事項の変更）  

 

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。  

記 

設置者・事業者番号   

変更があった事項  

１ 法人の種別、名称（フリガナ）  

２ 主たる事務所の所在地、電話、ＦＡＸ番号  

３ 代表者氏名（フリガナ）、生年月日  

４ 代表者の住所、職名  

５ 施設等の名称等及び所在地  

６ 法令遵守責任者の氏名（フリガナ）及び生年月日  

７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要  

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要  

変更の内容  

（変更前）  

 

（変更後）  

 

 


